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国民生活産業・消費者団体連合会（略称：生団連）
エネルギー・原発問題委員会 座長 鈴木  弘治

共同座長 谷茂岡 正子

国民に理解を得られるエネルギー政策実現を

本日公表となった第 6 次エネルギー基本計画案について、エネルギー・原発問題委員会を設置し、会員団体と議論
を活発に行ってきた生団連としては、2030 年の原子力発電の電源構成目標が第 5 次と同様 20～22％に維持され
ている事に大きな疑問を呈す。

生団連として以下 3 点の観点より、国民の安全と負担を第一に考え原子力発電は計画的縮小すべきと考える。

① 高レベル放射性廃棄物について
生団連発行の原発問題ファクト集（１）にて記載の通り、現在使用済み核燃料は 19,000ｔとされる。核燃料サ
イクル稼働の見通しが不透明であり、最終処分場の決定も遠い中、稼働数を増やし高レベル放射性廃棄物をさら
に増加させることは、国民の安全に関わる問題と捉える。

② 原子炉の稼働年数について
生団連発行の提言書（２）にて指摘した通り、原子炉の運転期間は原則 40 年とされつつ、認可を得た場合には
最大 20 年の運転期間延長とされ、十分な説明がない中で国民の不安は増大している。

③ 原子炉の廃棄処分について
原発問題ファクト集（１）記載の通り、どこまでの作業をもって「廃炉完了」とするかの定義がされていない。福島第
一原発の廃炉・汚染水処理についても 2014 年当初 2 兆円と試算されていたものの、2016 年には 8 兆円の試
算に膨れ上がっており、国民の金銭的負担も膨大なものとなっている。

これらの問題点について国民に十分な説明がなされていないまま、現状の６％から 20～22％へと大きく引き上げる
電源構成を掲げることに大いに疑問を感じる次第である。

生団連は現在の、そして未来の国民生活を守ることを第一に考え、原子力政策に対する賛否に関わらず、「全国民の
課題であるバックエンド議論」について、国民的議論を喚起すべくリーダーシップをもって取り組み国民の安全と生活向上
に貢献したい。

以上

（１） 原発問題～「ファクト」集 (2020 年 12 月)

（２） エネルギー政策に関する提言～エネルギー基本計画の見直しを見据えて～（2020 年 12 月）

〈講演〉「COP26に向けた世界的潮流と日本政府の動きについて
－世界的な文脈と日本の道筋－」

『原発問題〜「ファクト」集』
改訂のお知らせ
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講師：公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES） 松尾 雄介 氏

【出席者からのご意見（一部抜粋）】
◦ALPS処理水の海洋放出に伴う風評被害を懸念する一方で、科学的観点からは安全だという指摘もある。トリ

チウム以外の放射性物質の濃度をどのように確認しているのか、サンプリング手法や頻度を明らかにすること
で、風評被害などが抑えられるのではないか。

◦国産で賄える再エネが重要。地産地消で地域にあったエネルギー政策は地域経済においてもメリットになる
はずなので進めていくべきではないか。

【講演要旨】
█ 気候変動の脅威はすでに顕在化しており、進行を止めるためには2030年までの取り組みが重要となる。
█ COP26の大きな論点は主要国が2030年温室効果ガス削減目標を引き上げられるかどうかである。
█ 日本には経済性を加味したとしても電力需要の２倍の再エネ導入ポテンシャルがあり、短期的にはまず太陽光

発電の導入拡大に取り組むべきである。

【講師履歴】

松尾 雄介 氏
公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
ビジネスタスクフォース　プログラムディレクター
日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP） 事務局
エクゼクティブディレクター

株式会社三和銀行（現三菱東京UFJ銀行）、ESG投資顧問の株式会社グッドバン
カーを経て2005年より現職。2005年ルンド大学（スウェーデン）産業環境経済研
究所修士課程修了（環境政策学修士）。気候変動と企業の関わりについて一貫して
研究活動を実施。
日本の先進企業で形成され、脱炭素社会を目指す日本気候リーダーズ・パートナー
シップ（JCLP）の事務局責任者。ほかにもRE100アワード審査員、グローバル企業
の気候変動アドバイザー、国や自治体の各種委員なども務める。

2020年12月に発刊いたしました『原発問題～「ファクト」集』につ
いて、この1年で大きな動きがございました処理水の海洋放出等、
最新の情報を追記・修正した改訂版を作成いたしました。
全国民共通の課題である高レベル放射性廃棄物の処分問題など
の原発問題について国民的議論を喚起していくためにも、『ファク
ト集』の認知度向上に努めてまいります。

『ファクト集』は生団連HPに掲載しております。冊子をご希望され
る方は生団連事務局までお問合せください。

世界規模で気候変動への取り組みが加速している背景や日本が進むべき方向性についてご講演いただきました。
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タイトル ： 脱炭素経営入門
著  者 ： 松尾 雄介
発  行 ： 日本経済新聞出版

2021年10月28日（木）14:00～16:00　オンライン開催

第6回 
｢エネルギー・原発問題｣委員会開催
第６回「エネルギー・原発問題」委員会を開催し、今年度の活動進捗および今後の活動計画に
ついて報告・議論を行いました。今後は現地現物活動を中心としてさらなるファクトの収集・整理を
行うこと、原発問題の国民的議論喚起に向けて『原発問題～「ファクト」集』に最新情報を追記し
発信することを確認いたしました。
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